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■制定の理由

　　地方公務員法の一部を改正する法律（平成25年法律第79号）による地方公務員法の一部改正に伴い、配偶者同行休業制度を導入するため、配偶者同行休業の承認、休業の期間その他の配偶者同行休業に関し必要な事項を定める。
　
■制定の内容
(1) 任命権者は、職員が申請した場合において、公務の運営に支障がないと認めるときに、当該申請をした職員の勤務成績その他の事情を考慮した上で休業を承認することができることとする。（第２条）
　(2) 休業の最長期間は、３年とする。（第３条）
(3) 休業の対象となる配偶者が外国に滞在する理由は、外国での勤務、個人が業として行う活動であって外国において行うもの及び学校教育法による大学に相当する外国の大学であって外国に所在するものにおける修学とする。（第４条）
(4) 任命権者は、職員が申請した場合において、公務の運営に支障がないと認めるときに、当該申請をした職員の勤務成績その他の事情を考慮した上で休業の期間を延長することができることとする。（第６条）
(5) 休業の承認を取り消す理由は、配偶者が外国に滞在しないこととなり又は配偶者が外国に滞在する事由が配偶者外国滞在事由に該当しないこととなったこと、任命権者が配偶者同行休業をしている職員について職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例第15条第３号の特別休暇を与えることとなったこと及び任命権者が配偶者同行休業をしている職員について地方公務員の育児休業等に関する法律第２条第１項の規定による育児休業を承認することとなったこととする。（第７条）
(6) 任命権者は、申請があった場合において、当該申請に係る期間について職員の配置換えその他の方法によって当該申請をした職員の業務を処理することが困難であると認めるときは、当該業務を処理するため、任期付任用又は臨時的任用のいずれかを行うことができることとする。（第９条）
(7) 休業して勤務しなかった期間について、退職手当の算定に必要な在職期間から除算することとする。（第11条）
■施行期日
　・平成27年２月１日　※平成27年４月１日以降の配偶者同行休業に適用
　　（理由）職員に対する周知期間及び申請を受理して承認するための準備期間を確保する必要があるため。
■政策アセスメント・制度間調整

　・各任命権者及び人事委員会と調整済
